
社会資本総合整備計画

社会資本総合整備計画   　　令和7年3月14日

大東市における水道施設等耐震化事業

　　計画の成果目標（定量的指標）

重要給水施設管路の耐震化率向上(R7年度当初：93.6％　→　R11年度末：100.0％)

Ａ　高度浄水処理等整備費

事業 地域 事業実施期間（年度）

種別 種別

合計

Ｂ　水道総合地震対策事業

事業 地域 事業実施期間（年度）

種別 種別 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 Ｒ9 Ｒ10

1 水道 一般 大東市 553,500 129,000 -

合計 553,500 129,000

Ｃ　水道管路耐震化等推進事業

事業 地域 事業実施期間（年度）

種別 種別

合計

Ｄ　水道事業運営基盤強化推進事業

事業 地域 事業実施期間（年度）

種別 種別

合計

Ｅ　水道水源自動監視施設等整備事業

事業 地域 事業実施期間（年度）

種別 種別

合計

費用
便益比

費用
便益比

費用
便益比

番号

番号

番号

番号

市町村名
全体事業費
（千円）

事業主体

事業主体 事業名

全体交付額
（千円）

全体交付額
（千円）

事業主体 事業名 事業内容

備考事業名 事業内容 市町村名
全体事業費
（千円）

計画の名称

計画の期間 　　　　令和6年度　～　令和6年度　（1年間） 交付対象 大東市

定量的指標の現況値及び目標値
備考

当初現況値 中間目標値 最終目標値

計画の目標

重要拠点配水管路の耐震化を促進することにより、地震等災害時においても重要施設へ安定した給水が可能な強靭な送配水ネットワークを構築する。

　　定量的指標の定義及び算定式

全体事業費
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＋Ｅ）

553,500千円 Ａ 0千円 Ｂ

（令和7年度当初）

重要給水施設管路の耐震管率（％）：重要給水施設管路の耐震管延長／重要給水施設管路総延長 93.6% 97.5% 100.0%

Ｅ 0千円553,500千円

（令和9年度当初）（令和11年度末）

Ｃ 0千円 Ｄ 0千円

Ｃ 千円

交付対象事業

事業主体 事業名 事業内容 市町村名
全体事業費
（千円）

Ｄ 千円
全体交付額

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＋Ｅ）
千円 Ａ 千円 Ｅ 千円Ｂ

費用
便益比

129,000千円

備考

事業内容 市町村名

備考

備考

備考
全体事業費
（千円）

全体交付額
（千円）

全体交付額
（千円）

重要拠点配水管路耐震事業
重要施設に接続する配水本
管・配水支管の耐震化事業

大東市

番号 事業主体 事業名 事業内容 市町村名
全体事業費
（千円）

全体交付額
（千円）

費用
便益比



交付金の執行状況
（単位：百万円）

※本整備計画は、令和6年度単年度計画であるが、令和6年度本省繰越予算を令和7年度に執行するため、便宜上作成した整備計画である。

※令和7年度配分額は令和6年度本省繰越予算であるが、執行年度をわかり易くするため、令和7年度配分としている。

未契約繰越＋不用率が10％
を超えている場合その理由

-

不用額
（h = c+d-e-f）

0

未契約繰越＋不用率
(h = (g+h)/(c+d)）　(％)

0.0%

翌年度繰越額
（f）

0

うち未契約繰越額
（g）

0

前年度からの繰越額
（d）

0 0

支払済額
（e）

0 0

計画別流用増△減額
（b）

0 0

交付額
（c=a+b）

0 35.4

R6 R7 R8 R9 R10

配分額
（a）

0 35.4



計画の期間

計画の名称

　　令和7年度　～　令和11年度　（5年間) 交付対象 　　大東市

　　大東市における水道施設等耐震化事業

事業計画図

凡 例

⑤大東中央病院 ②大東四條畷消防署

⑬住道中学校

⑰総合福祉センター

④大東市上下水道局

：耐震化済み

⑫谷川中学校

⑥野崎徳州会病院

①大東市役所

東部配水場

⑪四条中学校

⑨北条中学校

⑱いいもりぷらざ

⑦仁泉会病院

⑩深野中学校

⑭大東中学校

⑮南郷中学校

⑯諸福中学校

：未耐震管

⑧阪奈病院

③市民会館（キラリエホール）⑲新田中央公園防災備蓄倉庫

：指定避難場所

：災害医療協力病院

：防災中枢施設

：福祉避難所

：上水道システムの急所施設

（下水道処理区域内のみ）

灰塚配水場

東部第二配水場

【基幹事業】

【基幹事業】

A07-001 重要拠点配水管路耐震事業


